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よびその構成の多様性に、その根拠が求められてきた（Albert 1991, Hall and Soskice 2001, 
Amable 2003, Boyer 2004, 山田 2008）。またこうした制度的構図にかかわる多様性分析は、
当初先進資本主義国に対して行われてきたが、次第にアジアをはじめとする発展途上国に
も、その適用範囲が広げられてきた（Walter and Zhang 2012; Boyer et al. 2012, Storz et al. 









































「資本主義の多様性」（VoC）アプローチ（Hall and Soskice 2001）やレギュラシオン・アプロー
チ （Amable 2003; Boyer 2004） は経済システムについて、次のように主張している。すなわ
ち、それは、特定領域の制度によって特徴づけられるのではなく、異なる領域の制度の束から
なるというものである。また、諸制度は特定の条件のもとで補完的となり、システムを強固に
するとも指摘される（Aoki 2001; Hall and Soskice 2001）。他方で、これらのアプローチにも
とづく実証分析は、統計的手法や量的データを用いて資本主義の多様性を同定している（Amable 
2003; Hall and Gingerich 2004; Hall and Soskice 2001; Pryor 2005）。
こうした研究が資本主義の多様性論に対して重要な貢献をしていることは確かであるが、ア
ジア資本主義が主題的に取り上げられることはなかった （cf. Storz et al. 2013）。しかし、グ
ローバル経済の中心が急速にアジア経済にシフトして行くとともに同地域に対する注目が高ま
り、アジア資本主義を資本主義の多様性研究の俎上に載せる試みが見られるようになってき
た（Walter and Zhang 2012; Harada and Tohyama 2012; Tohyama and Harada 2013; Witt 
and Redding 2013; Zhang and Whitley 2013）。こうした試みはいずれも、アジア資本主義が
制度的に先進諸経済とは明瞭に区別されること、さらにアジア資本主義内部においても各経済
が制度的に多様であることを発見している。　






タにもとづいて、多変量解析（多因子分析 Multiple Factor Analysis2、クラスター分析）を行っ
て、2000年代中葉（遠山・原田（2014）では、2007～2011年を対象）における先進諸国および























































の分析結果が頑強性を有することを確認できる。具体的には、Harada and Tohyama （2012）で「自由な先進
資本主義」と名付けたクラスターは、アイルランド、アメリカ、イギリス、オーストラリア、カナダ、ニュー
ジーランドから構成される。これは、Hall and Soskice（2001）における「自由な市場経済」（LMEs）に対応
するものである。また、Harada and Tohyama （2012）で「ヨーロッパ混合型資本主義」と呼ばれたイタリア、
ギリシャ、スペイン、フランス、ポルトガルからなるグループは、Hall and Soskice （2001）において例外的
な類型ではあるものの、「地中海的」と名付けられたグループに対応する（Hall and Soskice 2001;邦訳22ページ）。
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6 本稿ではさしあたり、制度化された信頼を、先述の一般化された信頼と類似の概念と位置づけるが、 Witt and 
Redding (2013)が前者についてシステムとのつながりを重視しつつ論じていることには注意を要する。かれ
らは制度化された信頼を基礎づけるのはシステムの存在であり、それはシステム・コントロール、システム的
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3-1. データと分析手法




















信頼 generalized trust、2）個別的な信頼 personalized trust、3）信任 conﬁdence、4）民主主








7 対象国は以下の23カ国である。オーストラリア （AUS）、カナダ （CAN）、中国 （CHN）、台湾（TWN）、フィ
ンランド（FIN）、フランス（FRA）、ドイツ（GER）、香港 （HKG）、インド （IND）、インドネシア （IDN）、
イタリア （ITA）、日本 （JPN）、韓国 （KOR）、マレーシア （MYS）、オランダ （NLD）、ニュージーランド （NZL）、
ノルウェー （NOR）、スペイン （SPN）、スウェーデン （SWE）、スイス （SWZ）、タイ （THA）、イギリス （GBR）、

























































































ドイツ インドネシア 韓国 スウェーデン アメリカ
たいていの人は信頼できる（一般化された信頼）
たいていの人は信頼できる 33.80% 37.50% 28% 65.20% 39.10%
十分に気をつける必要がある 57.90% 50.60% 71.10% 30.70% 60.30%
個人的面識のある人に対する信頼（個別的信頼）
完全に信頼している 23.60% 21.80% 15.20% 50.10% 28%
やや信頼している 68.60% 61.20% 68.40% 48% 62.90%
あまり信頼していない 5.30% 14.90% 14.60% 1.60% 5.40%
まったく信頼していない 0.30% 1.10% 1.80% 0.10% 0.50%
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図 4　2000 年代中葉における信頼構造の多様性（第 1-2 因子）
出所）著者作成

























図 6　主要因子を規定する変数グループの分布（第 1-2 因子）
出所）著者作成
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注 1）   類型の番号（No.）は、便宜上つけられたもので、各分析におけるクラスターの番号とは対応しない。
注 2）   * は、信頼構造の多様性分析で取り上げられていない国名を示し、** は遠山・原田（2014）において







1 IND IND IND IND** IND**
2 CHN, JPN, SPN CHN CHN CHN
3 IDN IDN IDN, PHL* IDN, PHL*
4 ITA, KOR, MYS, TWN, THA MYS,  THA MYS, THA MYS, THA CHN, MYS, THA
5 AUS, FRA, GER, HKG, NLD
FRA, GBR, GER, 
HKG, ITA, JPN, 
NLD, SPN
FRA, GER, HKG, 
ITA, NLD, SPN
FRA, GRC*, ITA, 
PRT*, SPN
6 HKG, SGP* HKG, SGP*
7 CAN, GBR, SWZ, USA, IDN
AUS, CAN, FIN, 
NOR, NZL, SWE, 
SWZ, USA
AUS, CAN, FIN, 
GBR, NZL, SWZ, 
USA
AUS, CAN, GBR, 
IRL*, NZL, USA
8 KOR, TWN KOR, TWN JPN, KOR, TWN JPN, KOR, TWN
9 NZL JPN
10 FIN, NOR, SWE NOR, SWE
AUT, BEL, DNK, 
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の軸が信頼の直接的関係にかんする多様性を規定する。このような多軸的比較は、信頼構造の
多様性が、一般化された信頼による個別的信頼の代替（Bowles 2016）や、支配的な信頼のタ




































たいていの人は信頼できる A165 4）民主主義 
democracy
国民が自由選挙で指導者を選ぶ E226
ほとんどの人は自分をだまそうとする A168A 国民が国から失業手当を受ける E227
近くの人を助けることの重要性 A193 政府に能力がない場合には軍隊が支配する E228
常に礼儀正しく振舞うことの重要性 A196 公民権によって、国民の自由が弾圧から守られる E229
初対面の人々に対する信頼 G007_34_B 経済の繁栄 E230
世界市民としての自己認識 G019 犯罪者が厳しく罰せられる E231
一国民国家の市民としての自己認識 G021 国民が国民投票で法律を変えることができる E232
自立的な個人としての自己認識 G023 女性が男性と同じ権利をもつ E233
2）個別的信頼 
personalized
人生における家族の重要性 A001 民主主義の重要性 E235
人生における友人の重要性 A002 自国における民主制の度合い E236
労働組合への参加（と積極性） A101 5）市場 
market
選択の自由の実感 A173
政党への参加（と積極性） A102 事業の私有対公有 E036
環境団体への参加（と積極性） A103 競争は望ましいか有害か E039
職業団体への参加（と積極性） A104 6）政治 
politics
人生における政治の重要性 A004
教会・人道組織への参加（と積極性） A105 政治への関心 E023
伝統の重要性 A198 政治的行動：署名 E025
家族に対する信頼 D001_B 最近行った政治的行動：署名 E025B




他宗教の人々に対する信頼 G007_35_B 政治的行動：合法的・平和的デモ E027
他国籍の人々に対する信頼 G007_36_B 政治的尺度における自己の位置付け E033
地域コミュニティの一員としての自己
認識 G020 政府の責任 E037
3）信任 
conﬁdence
教会に対する信任 E069_01 7）公正性 
fairness
能力に応じた給与格差は公平か C059
武力に対する信任 E069_02 所得不平等 E035
報道機関に対する信任 E069_04 富の増大を導く分配のあり方 E041
労働組合に対する信任 E069_05 8）正当性 justiﬁable
政府からの給付を要求することの正当
性 F114
警察に対する信任 E069_06 公共交通機関の料金をごまかすことの正当性 F115
議会に対する信任 E069_07 脱税の正当性 F116
官公庁に対する信任 E069_08 収賄の正当性 F117
テレビに対する信任 E069_10 9）宗教 
religion
人生における宗教の重要性 A006
政府に対する信任 E069_11 教会あるいは宗教組織への参加（と積極性） A098
政党に対する信任 E069_12 人生における神の重要性 F063
大手企業に対する信任 E069_13 10）労働 
work
人生における仕事の重要性 A005
環境保護運動に対する信任 E069_14 仕事を得るために必要な能力を伸ばすこと C036
女性運動に対する信任 E069_15 働くことなしに貨幣を受け取ることは屈辱か C037
司法制度・法廷に対する信任 E069_17 働かなければ怠惰になる C038






る E224 勤勉は成功を導く E040
宗教団体が法律を解釈する E225
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